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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自平成17年 
２月１日 

至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成18年 
７月31日 

自平成19年 
２月１日 

至平成19年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 

至平成18年 
１月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成19年 
１月31日 

売上高（千円） 676,479 967,591 955,465 1,501,418 1,957,769 

経常利益（千円） 234,429 335,845 265,234 541,470 637,325 

中間（当期）純利益（千円） 137,385 196,268 165,218 321,727 373,977 

純資産額（千円） 1,243,426 1,531,292 1,635,606 1,394,309 1,674,544 

総資産額（千円） 1,433,408 1,780,511 1,838,010 1,581,024 1,974,211 

１株当たり純資産額（円） 53,827.99 65,918.75 71,352.20 60,021.93 71,899.72 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
5,947.41 8,448.91 7,141.82 13,900.54 16,095.45 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
5,897.63 8,415.59 7,128.57 13,806.29 16,025.10 

自己資本比率（％） 86.7 86.0 89.0 88.2 84.8 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
73,616 138,393 100,453 237,288 450,891 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△10,423 △12,312 △35,386 △50,072 △47,516 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△57,674 △57,978 △204,387 △91,756 △98,827 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,036,147 1,193,447 1,295,282 1,126,585 1,434,433 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（名） 

152 

(－) 

201 

(5) 

307 

(7) 

179 

(5) 

241 

(4) 



(2)提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第16期中 第17期中 第18期中 第16期 第17期 

会計期間 

自平成17年 
２月１日 

至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成18年 
７月31日 

自平成19年 
２月１日 

至平成19年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 

至平成18年 
１月31日 

自平成18年 
２月１日 

至平成19年 
１月31日 

売上高（千円） 672,650 957,048 944,685 1,493,005 1,933,436 

経常利益（千円） 229,271 325,909 266,995 530,975 618,867 

中間（当期）純利益（千円） 133,510 188,440 167,125 313,695 359,179 

資本金（千円） 78,500 84,474 87,232 84,474 87,232 

発行済株式総数（株） 23,100 23,230 23,290 23,230 23,290 

純資産額（千円） 1,190,858 1,467,158 1,559,606 1,336,792 1,596,951 

総資産額（千円） 1,380,880 1,721,320 1,770,751 1,527,207 1,896,536 

１株当たり配当額（円） 2,000 2,000 2,000 4,500 6,000 

自己資本比率（％） 86.2 85.2 88.1 87.5 84.2 

従業員数（外、平均臨時雇用者

数）（名） 

84 

(－) 

112 

(5) 

151 

(7) 

106 

(5) 

128 

(4) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を（ ）に外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ66名増加しましたのは、主に連結子会社である艾博科建築設備設計（深

圳）有限公司の従業員が増加したことによるものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）に外数で記載しておりま

す。 

２．従業員数が前期末に比べ23名増加しましたのは、主に建築設備設計コンサルティング事業におけるカスタマ

ーセンター業務が拡大したことによるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループは、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年７月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

建築設備設計コンサルティング事業   286(6) 

建築設備申請監理事業    5(1) 

全社（共通）    16(-) 

合計   307(7) 

  平成19年７月31日現在

従業員数（名） 151（7） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に、設備投資の増加及び雇用環境の改善に

伴う個人消費の回復等により景気が緩やかな改善傾向を示したものの、原油等の原材料価格の高止まりや、米国

景気の下振れリスク等、景気の先行きの不透明感を払拭するには至りませんでした。 

 当社グループが主に関連する住宅業界におきましては、当社グループの主要顧客と関連性の深い持家は建替等

二次取得者の住宅投資意欲の回復が遅れているため、弱含みで推移しました。また、賃貸住宅は堅調に推移し先

行きに明るさが見られたものの、一部大都市圏における地価上昇の影響により、一次取得者を中心とした分譲住

宅にやや力強さが欠けました。 

 このような事業環境の中、給排水設備工事のコスト削減及び品質向上に資する一連のソフトサービスの提案活

動に注力した結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高955百万円（前年同期比1.3％減）、営業利益262百万円

（前年同期比21.9％減）、経常利益265百万円（前年同期比21.0％減）、中間純利益165百万円（前年同期比

15.8％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

建築設備設計コンサルティング事業 

売上につきましては、住宅会社向け設備設計・積算の受託業務が引き続き堅調に推移すると同時に、カスタマ

ーセンターサービスや住設機器メーカー向け設計業務の得意先が増加したことにより、売上高811百万円（前年同

期比5.7％増）となりました。また、営業利益につきましては、今後の業容拡大に備えて東京・沖縄・深圳（中

国）３拠点において従業員を増員したことに伴う人件費の増加により、294百万円（前年同期比19.7％減）となり

ました。 

建築設備申請監理事業 

売上につきましては、前年同期と比較して大型受託物件が減少したことから、143百万円（前年同期比27.9％

減）となりました。また、営業利益につきましては、受託物件の採算管理に注力した結果、24百万円（前年同期

比19.6％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、配当金93百万円を支払い、自

己株式を取得して111百万円を支出したこと等により前連結会計年度末に比べ139百万円減少し、当中間連結会計

期間末残高は1,295百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は100百万円（前年同期比27.4％減）となりました。これは主として、税金等調

整前中間純利益265百万円を基礎として、法人税等の支払額173百万円を支出したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は35百万円（前年同期比187.4％増）となりました。これは、有形固定資産の取

得につき26百万円を支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は204百万円（前年同期比252.5％増）となりました。これは、配当金93百万円

を支払い、自己株式を取得して111百万円を支出したことによるものであります。 



２【販売の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引はありません。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

建築設備設計コン

サルティング事業 

設備設計・積算業務の受託 641,783 104.0 

建築設備のコンサルティング 41,520 102.9 

部材加工情報の提供 66,163 96.7 

カスタマーセンター 62,195 148.4 

小計 811,663 105.7 

建築設備申請監理

事業 
官公庁申請監理業務の受託 143,801 72.1 

合計 955,465 98.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社一条工務店 150,103 15.5 151,066 15.8 

パナホーム株式会社 123,494 12.8 116,009 12.1 

住友林業株式会社  112,316 11.6 113,719 11.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、主に建築設備設計コンサルティング事業に関する建築設備ＣＡＤ・積算システムの強化、給排水

設備工事における新工法・次世代設備工業化技術の開発・具現化をメインとした研究開発を下記概要にて推進いたし

ました。 

(1）研究の目的 

 設備工業化の社会周知による設備設計受託戸数の増加に対応し、コスト競争力の強化を図るため、建築設備ＣＡ

Ｄ・積算システムのさらなる強化を進めております。また、コンサルティング先の部材メーカーに対して給排水設

備工事に関する新工法・次世代設備工業化技術を提案するため、新工法・次世代設備工業化技術の開発・具現化を

進めております。 

(2）主要な課題 

 今後の事業計画推進にあたり次の研究開発を進めております。 

・ＣＡＤ・積算システムの効率向上 

・新工法・次世代設備工業化技術の開発・具現化 

・海外への設計入力業務の委託フローの改良及び開発 

・申請図対応ＣＡＤの実用化 

・設計履歴情報のデータベース化 

(3）研究体制 

 主要な研究開発スタッフとして社員20名を配し、新工法・次世代設備工業化技術の開発とソフトウェア・情報シ

ステムの改良及び開発を行っております。新工法・次世代設備工業化技術の開発は標準設計チームが担当し、ソフ

トウェア・情報システムの改良及び開発は情報システムチームが担当しております。標準設計チームで開発された

技術を、情報システムチームでＣＡＤ・積算システムに反映させるため、常に有機的な活動を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、58,169千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000 

計 80,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年10月26日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 23,290 23,290 ジャスダック証券取引所 － 

計 23,290 23,290 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年４月24日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数（個） 12 12 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60 60 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき91,919 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年９月１日～ 

平成20年８月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  91,919 

資本組入額 45,960 

同左 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使は認

められない。 

新株予約権の割当てを受けた

者は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役若しくは

従業員の地位にあることを要

す。ただし、当社取締役を任期

満了により退任した場合、定年

退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

新株予約権者が死亡した場

合、相続人はこれを行使できな

いものとする。 

その他権利行使に関する条件

については、当社取締役会決議

により決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 



②平成16年４月27日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数（個） 105 105 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105 105 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき664,000 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年９月１日～ 

平成21年８月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  664,000 

資本組入額 332,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使は認

められない。 

新株予約権の割当てを受けた

者は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役若しくは

従業員の地位にあることを要

す。ただし、当社取締役を任期

満了により退任した場合、定年

退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

新株予約権者が死亡した場

合、相続人はこれを行使できな

いものとする。 

その他権利行使に関する条件

については、当社取締役会決議

により決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 



③平成18年４月18日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年９月30日） 

新株予約権の数（個） 225 225 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 225 225 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき400,000 同左 

新株予約権の行使期間 平成20年８月１日～ 

平成23年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  400,000 

資本組入額 200,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当てを受けた

者は、権利行使時においても、

当社の取締役、監査役若しくは

従業員の地位にあることを要

す。ただし、当社取締役を任期

満了により退任した場合、定年

退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りではない。 

新株予約権者が死亡した場

合、相続人はこれを行使できな

いものとする。 

その他権利行使に関する条件

については、当社取締役会決議

により決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 



(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）1. 所有株式のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の2,027株、日本マスタートラスト信託銀行株

式会社の1,248株、資産管理サービス信託銀行株式会社（年金特金口）の666株及び資産管理サービス信託銀

行株式会社（証券投資信託口）の589株は、信託業務に係る株式であります。 

    2. 上記のほか、自己株式が367株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年１月１日～ 

 平成19年7月31日 
－ 23,290 － 87,232 － 118,032 

  平成19年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

岩崎 辰之 東京都葛飾区 8,560 36.75 

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町1-2-1 3,540 15.20 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）(注)1. 
東京都中央区晴海1-8-11 2,027 8.70 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）(注)1. 
東京都港区浜松町2-11-3 1,248 5.36 

エイチエスビーシー ファン

ド サービシィズ スパークス ア

セット マネジメント コーポレ

イテッド 

（常任代理人：香港上海銀行東

京支店） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONK KONG 

(東京都中央区日本橋3-11-1) 
930 3.99 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（年金特金口）(注)1. 

東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイラン

ド トリトンスクエア オフィスタワー

Z棟 

666 2.86 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）(注)1. 

東京都中央区晴海1-8-12 晴海アイラン

ド トリトンスクエア オフィスタワー

Z棟 

589 2.53 

山岸 純二 神奈川県横浜市旭区 180 0.77 

エプコ社員持株会 
東京都足立区千住仲町41-1 三井生命北

千住ビル4F 
150 0.64 

橋本総業株式会社 東京都中央区区日本橋小伝馬町9-9  140 0.60 

計 － 18,030 77.42 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     367  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,923  22,923 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 23,290 － － 

総株主の議決権 － 22,923 － 

  平成19年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社エプコ 

東京都足立区千住仲町

41-1三井生命北千住ビ

ル4F 

367 － 367 1.58 

計 － 367 － 367 1.58 

月別 平成19年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 460,000 466,000 400,000 340,000 293,000 271,000 

最低（円） 408,000 395,000 320,000 267,000 257,000 223,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間連結会計期間（平成18年2月1日から平成18年7月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成18年2月1日から平成18年7月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日

まで）の中間財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年２月１日から平成19年７

月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）の中間財務諸

表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年7月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年7月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年1月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     1,193,447     1,295,282     1,434,433  

２．受取手形及び売
掛金     374,839     303,998     320,854  

３．その他     48,605     36,596     34,998  

貸倒引当金     △2,238     △1,815     △1,910  

流動資産合計     1,614,653 90.7   1,634,061 88.9   1,788,376 90.6 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※                   

  (1)工具器具備品   －     95,979     －     

  (2)その他   107,123 107,123 6.0 42,667 138,647 7.5 126,290 126,290 6.4 

２．無形固定資産     10,218 0.6   17,835 1.0   11,230 0.6 

３．投資その他の資
産     48,516 2.7   47,466 2.6   48,314 2.4 

固定資産合計     165,857 9.3   203,949 11.1   185,835 9.4 

資産合計     1,780,511 100.0   1,838,010 100.0   1,974,211 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     25,454     17,016     26,591  

２．未払法人税等     150,368     118,878     175,320  

３．その他     56,648     49,762     81,009  

流動負債合計     232,472 13.1   185,657 10.1   282,920 14.3 

Ⅱ 固定負債                    

１．役員退職慰労引
当金     16,606     16,606     16,606  

２．その他     140     140     140  

固定負債合計     16,746 0.9   16,746 0.9   16,746 0.9 

負債合計     249,218 14.0   202,404 11.0   299,667 15.2 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     84,474 4.8   87,232 4.8   87,232 4.4 

２．資本剰余金     115,274 6.5   118,032 6.4   118,032 6.0 

３．利益剰余金     1,330,747 74.7   1,534,055 83.5   1,461,996 74.0

４．自己株式     － -   △111,310 △6.1   － -

株主資本合計     1,530,496 86.0   1,628,010 88.6   1,667,261 84.4

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．為替換算調整勘
定     795 0.0 7,596 0.4   7,283 0.4 

評価・換算差額等合
計     795 0.0 7,596 0.4   7,283 0.4 

純資産合計     1,531,292 86.0   1,635,606 89.0   1,674,544 84.8

負債純資産合計     1,780,511 100.0   1,838,010 100.0   1,974,211 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年2月１日 
至 平成18年7月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年2月１日 
至 平成19年7月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年2月１日 
至 平成19年1月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     967,591 100.0   955,465 100.0   1,957,769 100.0 

Ⅱ 売上原価     455,018 47.0   498,722 52.2   952,514 48.7 

売上総利益     512,572 53.0   456,742 47.8   1,005,255 51.3 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   175,833 18.2   193,895 20.3   367,117 18.7 

営業利益     336,739 34.8   262,847 27.5   638,137 32.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   1     245     38    

２．受取家賃   420     420     840    

３．雇用助成金   －     3,347     1,336    

４．仕入割引   866     975     1,843    

５．教育研修助成金   275     －     －    

６．保険解約手当金   －     990     －    

７．その他   96 1,658 0.2 215 6,194 0.7 733 4,791 0.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１．売上割引   2,552     3,070     5,602    

２. その他   － 2,552 0.3 736 3,807 0.4 － 5,602 0.3

経常利益     335,845 34.7   265,234 27.8   637,325 32.6 

Ⅵ 特別利益                    

１.貸倒引当金戻入益   － － － 102 102 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失                    

１．減損損失  ※２ 11,654     －     11,654    

２．有形固定資産除
却損   － 11,654 1.2 173 173 0.0 － 11,654 0.6 

税金等調整前中間
（当期）純利益     324,191 33.5   265,163 27.8   625,671 32.0 

法人税、住民税及
び事業税 

 ※３ 149,169     116,586     275,700    

還付事業税   △12,442     △23,206     △12,442    

法人税等調整額  ※３ △8,803 127,922 13.2 6,564 99,944 10.5 △11,563 251,693 12.9 

中間（当期）純利
益     196,268 20.3   165,218 17.3   373,977 19.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年2月1日 至平成18年7月31日） 

 

株主資本 

資本金  資本剰余金 利益剰余金
株主資本 
合計 

平成18年1月31日 残高（千円） 84,474 115,274 1,192,554 1,392,303 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当     △58,075 △58,075 

中間純利益     196,268 196,268 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 
        

中間連結会計期間中の変動額合計（千円） － － 138,193 138,193 

平成18年7月31日 残高（千円） 84,474 115,274 1,330,747 1,530,496 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年1月31日 残高（千円） 2,005 2,005 1,394,309 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △58,075 

中間純利益     196,268 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 
△1,210 △1,210 △1,210 

中間連結会計期間中の変動額合計（千円） △1,210 △1,210 136,983 

平成18年7月31日 残高（千円） 795 795 1,531,292 



当中間連結会計期間（自平成19年2月1日 至平成19年7月31日） 

 

株主資本 

資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本 
合計 

平成19年1月31日 残高（千円） 87,232 118,032 1,461,996 － 1,667,261 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △93,160   △93,160 

中間純利益     165,218   165,218 

自己株式の取得       △111,310 △111,310 

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計（千

円） 
－ － 72,058 △111,310 △39,251 

平成19年7月31日 残高（千円） 87,232 118,032 1,534,055 △111,310 1,628,010 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年1月31日 残高（千円） 7,283 7,283 1,674,544 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △93,160 

中間純利益     165,218 

自己株式の取得     △111,310 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間

中の変動額（純額） 
313 313 313 

中間連結会計期間中の変動額合計（千円） 313 313 △38,937 

平成19年7月31日 残高（千円） 7,596 7,596 1,635,606 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年2月1日 至平成19年1月31日） 

 

株主資本 

資本金  資本剰余金 利益剰余金
株主資本 
合計 

平成18年1月31日 残高（千円） 84,474 115,274 1,192,554 1,392,303 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 2,757 2,757   5,515 

剰余金の配当     △104,535 △104,535 

当期純利益     373,977 373,977 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計（千円） 2,757 2,757 269,442 274,957 

平成19年1月31日 残高（千円） 87,232 118,032 1,461,996 1,667,261 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年1月31日 残高（千円） 2,005 2,005 1,394,309 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     5,515 

剰余金の配当     △104,535 

当期純利益     373,977 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の

変動額（純額） 
5,277 5,277 5,277 

連結会計年度中の変動額合計（千円） 5,277 5,277 280,234 

平成19年1月31日 残高（千円） 7,283 7,283 1,674,544 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年2月１日 

至 平成18年7月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年2月１日 

至 平成19年7月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年2月１日 

至 平成19年1月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
       

税金等調整前中間（当

期）純利益 
  324,191 265,163 625,671 

減価償却費   13,919 16,367 28,975 

貸倒引当金の増減額（減

少：△） 
  776 △94 447 

受取利息及び受取配当金   △1 △245 △38 

減損損失   11,654 － 11,654 

売上債権の増減額（増

加：△） 
  △130,124 16,893 △75,840 

仕入債務の増減額（減

少：△） 
  10,955 △9,574 12,091 

未払金の増減額（減少：

△） 
  △2,968 △16,540 13,570 

その他   12,090 △21,936 25,596 

小計   240,492 250,032 642,129 

利息及び配当金の受取額   1 245 38 

法人税等の支払額   △102,100 △173,030 △203,719 

法人税等の還付額   － 23,206 12,442 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  138,393 100,453 450,891 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年2月１日 

至 平成18年7月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年2月１日 

至 平成19年7月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ

ャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年2月１日 

至 平成19年1月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
       

有形固定資産の取得によ

る支出 
  △12,312 △26,771 △43,216 

無形固定資産の取得によ

る支出 
  － △8,641 △2,989 

その他   － 26 △1,310 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △12,312 △35,386 △47,516 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
       

自己株式の取得による支

出 
  － △111,310 － 

配当金の支払額   △57,978 △93,077 △104,342 

株式の発行による収入   － － 5,515 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
  △57,978 △204,387 △98,827 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る

換算差額 
  △1,241 169 3,301 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減

額（減少：△） 
  66,861 △139,150 307,847 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首

残高 
  1,126,585 1,434,433 1,126,585 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
 ※ 1,193,447 1,295,282 1,434,433 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 

子会社は全て連結しており、連

結子会社は（株）マスト及び艾博

科建築設備設計（深圳）有限公司

の２社であります。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 ──────  ──────  ────── 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち艾博科建築設

備設計（深圳）有限公司の中間決

算日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の中間財務

諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 連結子会社のうち艾博科建築設

備設計（深圳）有限公司の決算日

は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法、但し貸与資産は定額

法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

イ 有形固定資産 

 貸与資産については定額法

で、その他の有形固定資産につ

いては以下のとおりでありま

す。  

 ①平成19年３月31日以前に 

  取得したもの 

  旧定率法 

 ②平成19年４月１日以降に 

  取得したもの 

  定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

イ 有形固定資産  

 定率法、但し貸与資産は定額

法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

  ロ 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

(2）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

なお、平成16年２月１日付で役

員退職慰労金規程を改訂し、平成

16年２月１日以降の在任年数に応

じた役員退職慰労金の支給を廃止

したことに伴い、同日以降の役員

退職慰労引当金繰入額は計上して

おりません。また、従来の役員退

職慰労金規程に基づいて計上され

た役員退職慰労引当金額について

は、現行役員の退任時に役員退職

慰労金の支給と合わせて取崩し致

します。 

ロ 役員退職慰労引当金 

      同左 

ロ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

なお、平成16年２月１日付けで

役員退職慰労金規程を改訂し、平

成16年２月１日以降の在任年数に

応じた役員退職慰労金の支給を廃

止したことに伴い、同日以降の役

員退職慰労引当金繰入額は計上し

ておりません。また、従来の役員

退職慰労金規程に基づいて計上さ

れた役員退職慰労引当金額につい

ては、現行役員の退任時に役員退

職慰労金の支給と合わせて取崩し

致します。 

(3）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

イ 消費税等の会計処理 

 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日)を適

用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利益は

11,654千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき資産の金額

から直接控除しております。 

 ──────  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 

平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第6号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益は 

11,654千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき資産の金額から

直接控除しております。 

      

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。また、従来の資本合計は純資産合計と一

致しております。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17

年12月9日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。また、従来の資本合計は純資産合計と一

致しております。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

      

 ──────  （固定資産の減価償却の方法） 

 当中間連結会計期間より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日法律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成19年３月30

日政令第83号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に規定する減価償却方法によ

り減価償却費を計上しております。 

 なお、この変更に伴う売上総利益、営業利

益、経常利益、税金等調整前中間純利益に与

える影響は軽微であります。 

 ────── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日） 

 ─────  （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、有形固定資

産として一括掲記しておりました「工具器具

備品」は、総資産の100分の５を超えたた

め、当中間連結会計期間より区分掲記するこ

とにしております。 

 なお、前中間連結会計期間の「工具器具備

品」は63,025千円であります。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（平成19年１月31日） 

※  有形固定資産の減価償却累計額 

80,699      千円 

※  有形固定資産の減価償却累計額 

98,852      千円 

※  有形固定資産の減価償却累計額 

  94,377      千円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 31,930千円 

給料手当 39,294 

旅費交通費 22,067 

貸倒引当金繰入額 776 

役員報酬   32,700千円 

給料手当 42,149 

旅費交通費 28,028 

役員報酬 64,630千円 

給料手当 86,015 

旅費交通費 49,022 

貸倒引当金繰入額 447 

※２. 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは、以下の資産について減損損失

を計上しました。 

  

 地価の著しい下落等に伴い収益性が著し

く低下したため、減損損失を認識いたしま

した。 

 当社グループは、保有する資産を事業用

及び共用に区分し、賃貸用不動産について

は個々の物件を単位としております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、使用

価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フロー見積額を4.5％で割引いて算定し

ております。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

賃貸用 

不動産 
 土地 

千葉県 

流山市 
11,654 

※２.     ────── ※２. 当連結会計年度において、当社グルー

プは、以下の資産について減損損失を計

上しました。 

  

 地価の著しい下落等に伴い収益性が著しく

低下したため、減損損失を認識いたしまし

た。 

 当社グループは、保有する資産を事業用及

び共用に区分し、賃貸用不動産については

個々の物件を単位としております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ロー見積額を4.5％で割引いて算定しており

ます。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

賃貸用 

不動産 
 土地 

千葉県 

流山市 
11,654 

※３.     ────── ※３． 当中間連結会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当連結会計年度

に予定している特別償却準備金の取崩を

前提として、当中間連結会計期間に係る

金額を計算しております。 

※３.     ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後になるもの 

 前中間連結会計期間（自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 

  

  １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末

株式数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間末 

株式数 

普通株式（株） 23,230 － － 23,230 

  ２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

  ３ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

  ４ 配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年4月18日 

定時株主総会 
普通株式 58,075 2,500 平成18年1月31日 平成18年4月19日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年9月14日 

取締役会 
普通株式 46,460  利益剰余金 2,000 平成18年7月31日 平成18年10月６日 



 （2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後になるもの 

 当中間連結会計期間（自 平成19年2月1日 至 平成19年7月31日） 

  １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末

株式数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間末

株式数 

普通株式（株） 23,290 － － 23,290 

  ２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、平成19年４月24日の取締役会決議において設定した自己株式の取得枠の 

      範囲内で実施した267株と、平成19年７月12日の取締役会決議において設定した自己株式の取得枠の範囲内で実 

   施した100株によるものです。 

 
前連結会計年度末 

株式数 

当中間連結会計期間 

増加株式数 

当中間連結会計期間 

減少株式数 

当中間連結会計期間

末株式数 

普通株式（株） － 367 － 367 

  

  ３ 配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年4月26日 

定時株主総会 
普通株式 93,160 4,000 平成19年1月31日 平成19年4月27日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年9月14日 

取締役会 
普通株式 45,846  利益剰余金 2,000 平成19年7月31日 平成19年10月10日 



（注）当連結会計年度の発行済株式の増加60株は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 前連結会計年度（自 平成18年2月1日 至 平成19年1月31日） 

  

  １ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

普通株式（株） 23,230 60 － 23,290 

  ２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 

  ３ 配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年4月18日 

定時株主総会 
普通株式 58,075 2,500 平成18年1月31日 平成18年4月18日 

平成18年9月14日 

取締役会 
普通株式 46,460 2,000 平成18年7月31日  平成18年10月6日  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年4月26日 

定時株主総会 
普通株式 93,160  利益剰余金 4,000 平成19年1月31日 平成19年4月27日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年２月１日

至平成19年７月31日）及び前連結会計年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成18年７月31日現在）、当中間連結会計期間末（平成19年７月31日現在）及び前連結

会計年度末（平成19年１月31日現在） 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成18年７月31日現在）、当中間連結会計期間末（平成19年７月31日現在）及び前連結

会計年度末（平成19年１月31日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年7月31日現在） （平成19年7月31日現在） （平成19年1月31日現在） 

現金及び預金勘定  1,193,447千円

現金及び現金同等物 1,193,447 

現金及び預金勘定 1,295,282千円

現金及び現金同等物 1,295,282 

現金及び預金勘定 1,434,433千円

現金及び現金同等物 1,434,433 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

ストック・オプションの内容及び規模 

当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

ストック・オプションの内容及び規模 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  第３回ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員 36名 

 ストック・オプションの付与数 普通株式 230株 

 付与日 平成18年4月27日 

 権利確定条件 

  新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社の取締役、監査役若しくは従業員の地位にあるこ

とを要す。ただし、当社取締役を任期満了により退任した

場合、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限り

ではない。 

 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを行使でき

ないものとする。 

 その他権利行使に関する条件については、当社取締役会

決議により決定するものとする。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年8月1日から平成23年7月31日まで 

 権利行使価格      （円）  1株当たり 400,000 

 公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社従業員 17名 当社従業員 12名 当社従業員 36名 

ストック・オプション数 普通株式  250株 普通株式  115株 普通株式  230株 

付与日 平成15年6月3日 平成16年6月22日 平成18年4月27日 

権利確定条件 

 権利行使時においても、当

社の取締役、監査役若しく

は従業員の地位にあること

（但し、任期満了及び定年

退職は除く） 

同左 同左 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 
同左 同左 

権利行使期間 
 平成17年9月1日～平成20年

8月31日 

平成18年9月1日～平成21年8

月31日 

 平成20年8月1日～平成23年

7月31日 

権利行使価格（円）  91,919 664,000  400,000  

 公正な評価単価（付与日）

（円） 
－  －  －  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

 （注）１．事業区分は、サービスの種類、性質、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。 

２．各事業の主要なサービスの内容 

(1)建築設備設計コンサルティング……低層住宅の建築設備の調査・設計・積算受託業務とそれに伴う設備部

材・工法のコンサルティング業務及び設備工業化部材の加工情報提供

業務並びにカスタマーセンター受託業務 

(2)建築設備申請監理      ……建築設備工事の官公庁申請・監理業務の受託 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は60,409千円であり、その主なもの

は、親会社の管理部門にかかる費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年２月１日 至平成19年７月31日） 

 （注）１．事業区分は、サービスの種類、性質、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。 

２．各事業の主要なサービスの内容 

(1)建築設備設計コンサルティング……低層住宅の建築設備の調査・設計・積算受託業務とそれに伴う設備部

材・工法のコンサルティング業務及び設備工業化部材の加工情報提供

業務並びにカスタマーセンター受託業務 

(2)建築設備申請監理      ……建築設備工事の官公庁申請・監理業務の受託 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は55,947千円であり、その主なもの

は、親会社の管理部門にかかる費用であります。 

 
建築設備設計
コンサルティ
ング（千円） 

建築設備申請
監理（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する売上高 768,052 199,539 967,591 － 967,591 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 768,052 199,539 967,591 － 967,591 

営業費用 400,901 169,541 570,443 60,409 630,852 

営業利益 367,150 29,997 397,148 (60,409) 336,739 

 
建築設備設計
コンサルティ
ング（千円） 

建築設備申請
監理（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する売上高 811,663 143,801 955,465 － 955,465 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 811,663 143,801 955,465 － 955,465 

営業費用 516,979 119,691 636,670 55,947 692,618 

営業利益 294,684 24,110 318,794 (55,947) 262,847 



前連結会計年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 （注）１．事業区分は、サービスの種類、性質、販売市場等の類似性を考慮して決定しております。 

２．各事業の主要なサービスの内容 

(1)建築設備設計コンサルティング……低層住宅の建築設備の調査・設計・積算受託業務とそれに伴う設備部

材・工法のコンサルティング業務及び設備工業化部材の加工情報提供

業務並びにカスタマーセンター受託業務 

(2)建築設備申請監理      ……建築設備工事の官公庁申請・監理業務の受託 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は117,698千円であり、その主なもの

は、親会社の管理部門にかかる費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年２月１

日 至平成19年７月31日）及び前連結会計年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年２月１

日 至平成19年７月31日）及び前連結会計年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
建築設備設計
コンサルティ
ング（千円） 

建築設備申請
監理（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1) 外部顧客に対する売上高 1,565,841 391,927 1,957,769 － 1,957,769 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 1,565,841 391,927 1,957,769 － 1,957,769 

営業費用 873,207 328,726 1,201,933 117,698 1,319,631 

営業利益 692,633 63,201 755,835 (117,698) 638,137 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年2月１日 
至 平成19年１月31日） 

１株当たり純資産額 65,918円75銭

１株当たり中間純利

益 
8,448円91銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
8,415円59銭

１株当たり純資産額 71,352円20銭

１株当たり中間純利

益 
 7,141円82銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
 7,128円57銭

１株当たり純資産額   71,899円72銭

１株当たり当期純利

益 
 16,095円45銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
  16,025円10銭

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（千円） 196,268 165,218 373,977 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
196,268 165,218 373,977 

期中平均株式数（株） 23,230 23,134 23,235 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 92 43 102 

（うち新株予約権）（株） 92 43 102 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 第２回新株予約権 

（平成16年4月27日 

 定時株主総会決議） 

 （新株予約権の数 

  115個） 

 第３回新株予約権 

（平成18年4月18日 

 定時株主総会決議） 

 （新株予約権の数 

   230個） 

 第２回新株予約権 

（平成16年4月27日 

 定時株主総会決議） 

 （新株予約権の数 

   105個） 

 第３回新株予約権 

（平成18年4月18日 

 定時株主総会決議） 

 （新株予約権の数 

   225個） 

第２回新株予約権 

（平成16年4月27日 

 定時株主総会決議） 

（新株予約権の数 

 115個） 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 ──────  平成19年10月11日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読替

えて適用される同法第156条の規定に基づ

き、自己株式を取得することを決議しまし

た。 

（１）自己株式の取得を行う理由 

 今後の経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策を遂行するために行うもの

であります。 

（２）自己株式の取得の内容 

  ① 取得する株式の種類 

    当社普通株式 

  ② 取得する株式の総数 

    1,000株（上限） 

（発行済株式総数に占める割合 

4.29％） 

  ③ 取得価額の総額 

    200百万円（上限） 

  ④ 取得する期間 

平成19年10月15日から 

平成20年３月31日まで 

  

 ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年7月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年7月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年1月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,074,248     1,190,258     1,316,933    

２．受取手形   52,913     11,650     32,880    

３．売掛金   317,643     287,034     282,815    

４．その他   49,931     34,997     34,780    

貸倒引当金   △2,223     △1,792     △1,894    

流動資産合計     1,492,513 86.7   1,522,148 86.0   1,665,514 87.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１   103,387 6.0   114,604 6.4   103,377 5.5 

２．無形固定資産     10,135 0.6   17,392 1.0   11,148 0.6 

３．投資その他の資
産     115,283 6.7   116,606 6.6   116,495 6.1 

固定資産合計     228,807 13.3   248,603 14.0   231,021 12.2 

資産合計     1,721,320 100.0   1,770,751 100.0   1,896,536 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   33,610     28,155     29,848    

２．未払法人税等   148,101     117,681     173,479    

３．その他 ※２ 55,703     48,561     79,510    

流動負債合計     237,416 13.8   194,398 11.0   282,838 14.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．役員退職慰労引
当金   16,606     16,606     16,606    

２．その他   140     140     140    

固定負債合計     16,746 1.0   16,746 0.9   16,746 0.9 

負債合計     254,162 14.8   211,145 11.9   299,585 15.8 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     84,474 4.9   87,232 4.9   87,232 4.6 

２．資本剰余金                    

(1)資本準備金   115,274     118,032     118,032    

資本剰余金合計     115,274 6.7   118,032 6.7   118,032 6.2 

３．利益剰余金                    

(1)その他利益剰余金                    

  特別償却準備金   －     1,393     1,555    

   繰越利益剰余金   1,267,408     1,464,258     1,390,131    

利益剰余金合計     1,267,408 73.6   1,465,651 82.8   1,391,686 73.4

 ４．自己株式     － －   △111,310 △6.3   － －

株主資本合計     1,467,158 85.2   1,559,606 88.1   1,596,951 84.2

純資産合計     1,467,158 85.2   1,559,606 88.1   1,596,951 84.2

負債純資産合計     1,721,320 100.0   1,770,751 100.0   1,896,536 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年2月１日 
至 平成18年7月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年2月１日 
至 平成19年7月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年2月１日 
至 平成19年1月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     957,048 100.0   944,685 100.0   1,933,436 100.0 

Ⅱ 売上原価     460,455 48.1   494,491 52.3   957,592 49.5 

売上総利益     496,592 51.9   450,193 47.7   975,844 50.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     169,631 17.7   184,171 19.5   355,811 18.4 

営業利益     326,960 34.2   266,022 28.2   620,033 32.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,688 0.3   8,193 0.9   8,845 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,740 0.5   7,220 0.8   10,011 0.5 

経常利益     325,909 34.0   266,995 28.3   618,867 32.0 

Ⅵ 特別利益     － －   102 0.0   － － 

Ⅶ 特別損失 ※４   11,654 1.2   173 0.0   11,654 0.6 

税引前中間（当
期）純利益     314,255 32.8   266,924 28.3   607,212 31.4 

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 147,000     116,500     272,000    

還付事業税   △12,442     △23,206     △12,442    

法人税等調整額 ※５ △8,742 125,814 13.1 6,505 99,799 10.6 △11,523 248,033 12.8 

中間（当期）純利
益     188,440 19.7   167,125 17.7   359,179 18.6 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年2月1日 至平成18年7月31日） 

当中間会計期間（自平成19年2月1日 至平成19年7月31日） 

 

株主資本   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 

純資産 
合計 

資本準備金
資本剰余金

合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年1月31日 残高（千円） 84,474 115,274 115,274 1,137,042 1,137,042 1,336,792 1,336,792 

中間会計期間中の変動額              

剰余金の配当       △58,075 △58,075 △58,075 △58,075 

中間純利益       188,440 188,440 188,440 188,440 

中間会計期間中の変動額合計（千円） － － － 130,365 130,365 130,365 130,365 

平成18年7月31日 残高（千円） 84,474 115,274 115,274 1,267,408 1,267,408 1,467,158 1,467,158 

 

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 

純資産
合計 資本準

備金 
資本剰余
金合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 特別償

却準備
金 

繰越利益
剰余金  

平成19年1月31日 残高（千円） 87,232 118,032 118,032 1,555 1,390,131 1,391,686 － 1,596,951 1,596,951 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当         △93,160 △93,160   △93,160 △93,160 

特別償却準備金の取崩       △162 162 －   － － 

中間純利益         167,125 167,125   167,125 167,125 

自己株式の取得             △111,310 △111,310 △111,310 

中間会計期間中の変動額合計（千円） － － － △162 74,127 73,965 △111,310 △37,344 △37,344 

平成19年7月31日 残高（千円） 87,232 118,032 118,032 1,393 1,464,258 1,465,651 △111,310 1,559,606 1,559,606 



前事業年度（自平成18年2月1日 至平成19年1月31日） 

 

株主資本  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計 

純資産
合計 資本準備

金 
資本剰余金

合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

特別償却
準備金  

繰越利益
剰余金 

平成18年1月31日 残高（千円） 84,474 115,274 115,274 － 1,137,042 1,137,042 1,336,792 1,336,792 

事業年度中の変動額                

新株の発行 2,757 2,757 2,757       5,515 5,515 

剰余金の配当         △104,535 △104,535 △104,535 △104,535 

特別償却準備金の積立       1,555 △1,555 － － － 

当期純利益         359,179 359,179 359,179 359,179 

事業年度中の変動額合計（千円） 2,757 2,757 2,757 1,555 253,088 254,644 260,159 260,159 

平成19年1月31日 残高（千円） 87,232 118,032 118,032 1,555 1,390,131 1,391,686 1,596,951 1,596,951 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 総平均法に基づく原価法 

(1）有価証券 

同左 

(1）有価証券 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法、但し貸与資産は定額

法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

 貸与資産については定額法

で、その他の有形固定資産につ

いては以下のとおりでありま

す。  

 ①平成19年３月31日以前に 

  取得したもの 

  旧定率法 

 ②平成19年４月１日以降に 

  取得したもの 

  定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

 定率法、但し貸与資産は定額

法 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

  (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(2) 役員退職慰労引当金 

      同左 

(2）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  なお、平成16年２月１日付で

役員退職慰労金規程を改訂し、

平成16年２月１日以降の在任年

数に応じた役員退職慰労金の支

給を廃止したことに伴い、同日

以降の役員退職慰労引当金繰入

額は計上しておりません。ま

た、従来の役員退職慰労金規程

に基づいて計上された役員退職

慰労引当金額については、現行

役員の退任時に役員退職慰労金

の支給と合わせて取崩し致しま

す。 

  なお、平成16年２月１日付で

役員退職慰労金規程を改訂し、

平成16年２月１日以降の在任年

数に応じた役員退職慰労金の支

給を廃止したことに伴い、同日

以降の役員退職慰労引当金繰入

額は計上しておりません。ま

た、従来の役員退職慰労金規程

に基づいて計上された役員退職

慰労引当金額については、現行

役員の退任時に役員退職慰労金

の支給と合わせて取崩し致しま

す。 

４．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 

至 平成19年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年２月１日 

至 平成19年１月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日)を適用し

ております。 

 これにより税引前中間純利益は11,654千円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき資産の金額か

ら直接控除しております。 

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会

計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成

14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

6号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純利益は11,654千円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき資産の金額から直

接控除しております。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。また、従来の資本合計は純資産合計と一

致しております。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5

号 平成17年12月9日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平成17年

12月9日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。また、従来の資本合計は純資産合計と一

致しております。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  

 ──────  （固定資産の減価償却の方法） 

 当中間会計期間より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律 平成

19年３月30日法律第６号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する政令 平成19年３月30

日政令第83号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に規定する減価償却方法によ

り減価償却費を計上しております。 

 なお、この変更に伴う売上総利益、営業利

益、経常利益、税引前中間純利益に与える影

響は軽微であります。 

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年７月31日） 

前事業年度末 
（平成19年１月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 79,764 千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

96,643 千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

92,224 千円 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２．消費税等の取扱い 

同左 

※２.     ────── 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取家賃 420千円

仕入割引 866 

貸与資産使用料 2,030 

受取家賃 420千円

仕入割引 975 

貸与資産使用料 2,030 

雇用助成金 3,347 

保険解約手当金 990 

受取家賃   840千円

仕入割引 1,843 

貸与資産使用料 4,060 

雇用助成金 1,336 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

売上割引 2,552千円

貸与資産償却費 2,187 

売上割引 3,070千円

貸与資産償却費 3,413 

売上割引 5,602千円

貸与資産償却費 4,408 

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産     11,461千円

無形固定資産 1,875 

有形固定資産     12,986千円

無形固定資産 2,397 

有形固定資産 23,920千円

無形固定資産 3,853 

※４. 当中間会計期間において当社は、以下

の資産について減損損失を計上しまし

た。 

  

 地価の著しい下落等に伴い収益性が著し

く低下したため、減損損失を認識いたしま

した。 

 当社は、保有する資産を事業用及び共用

に区分し、賃貸用不動産については個々の

物件を単位としております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、使用

価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フロー見積額を4.5％で割引いて算定し

ております。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

賃貸用 

不動産 
 土地 

千葉県 

流山市 
11,654 

※４.     ────── ※４. 当事業年度において当社は、以下の資

産について減損損失を計上しました。 

  

  

 地価の著しい下落等に伴い収益性が著しく

低下したため、減損損失を認識いたしまし

た。 

 当社は、保有する資産を事業用及び共用に

区分し、賃貸用不動産については個々の物件

を単位としております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ロー見積額を4.5％で割引いて算定しており

ます。 

用途 種類 場所 
減損損失

（千円）

賃貸用 

不動産 
 土地 

千葉県 

流山市 
11,654 

※５.     ────── ※５．当中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当事業年度に予定して

いる特別準備金の取崩を前提として当中

間会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

※５.     ────── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、平成19年４月24日の取締役会決議において設定した自己株式 

の取得枠の範囲内で実施した267株と、平成19年７月12日の取締役会決議において設定した自己株式の

取得枠の範囲内で実施した100株によるものです。 

  

前事業年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日）、当中間会計期間（自平成19年２月１日 至平

成19年７月31日）及び前事業年度（自平成18年２月１日 至平成19年１月31日） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成18年７月31日現在）、当中間会計期間末（平成19年７月31日現在）及び前事業年度末

（平成19年１月31日現在）のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末 

株式数 
当中間会計期間 
増加株式数 

当中間会計期間 
減少株式数 

当中間会計期間末 
株式数 

普通株式 （株） － 367 － 367 



（重要な後発事象） 

    

前中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日） 

 ──────  平成19年10月11日開催の取締役会におい

て、会社法第165条第３項の規定により読替

えて適用される同法第156条の規定に基づ

き、自己株式を取得することを決議しまし

た。 

（１）自己株式の取得を行う理由 

 今後の経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策を遂行するために行うもの

であります。 

（２）自己株式の取得の内容 

  ① 取得する株式の種類 

    当社普通株式 

  ② 取得する株式の総数 

    1,000株（上限） 

（発行済株式総数に占める割合 

4.29％） 

  ③ 取得価額の総額 

    200百万円（上限） 

  ④ 取得する期間 

平成19年10月15日から 

平成20年３月31日まで 

  

 ────── 



(2）【その他】 

 平成19年9月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （注） 平成19年７月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

(イ)中間配当による配当金の総額 45百万円 

(ロ)１株当たりの金額 2,000円 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年10月10日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第17期）（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日）平成18年４月27日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書  

  平成19年３月30日関東財務局長に提出 

  事業年度（第16期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年４月24日 至 平成19年４月30日）平成19年６月14日関東財務局長に提出 

 報告期間（自 平成19年７月12日 至 平成19年７月31日）平成19年８月10日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年10月24日 

株式会社エプコ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉山 昌明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吾妻 裕   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エプコの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成

18年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社エプコ及び連結子会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から

固定資産の減損に係る会計基準及び固定資産の減損に係る会計基準の適用指針を適用しているため、この会計基準により

中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年10月24日 

株式会社エプコ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉山 昌明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吾妻 裕   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エプコの平成19年２月１日から平成20年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年２月１

日から平成19年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社エプコ及び連結子会社の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年10月24日 

株式会社エプコ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉山 昌明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吾妻 裕   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社エプコの平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成18年２月１日から平成18

年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エプコの平成18年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月１日から

平成18年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準及び固定資産の減損に係る会計基準の適用指針を適用しているため、この会計基準により中間財務

諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年10月24日 

株式会社エプコ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉山 昌明  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吾妻 裕   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社エプコの平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成19年２月１日

から平成19年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社エプコの平成19年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年２月１日から

平成19年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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